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16年度は減収減益の決算となりました。 

 まず、売上高合計は、原料費調整に伴う単価減による都市ガス売上の減少等によ
り前年同期比１５．８％減収の１兆５，８７０億円となりました。 

一方、営業費用は、油価下落影響等による都市ガス原材料費の減少等により、 

９．７％減の１兆５，２８７億円となりました。 

 この結果、営業利益は前年同期比６９．６％減の５８３億円、となりました。 

 営業利益が大きく１，３３７億円減少した主な要因は、スライドタイムラグ１，００２億
円と年金数理差異２１７億円によるものです。 

 経常利益は前年同期比７０．５％減の５５６億円、となりました。 

 当期は特別損益として１３３億円を計上いたしましたが、前期は特別損失３３０億円
を計上しております。 

その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は５２．５％減の５３１億円となってお
ります。 

なお、当期の特別損益につきましては、投資有価証券売却益９１億円、固定資産
売却益６６億円を特別利益に、海外上流事業等の減損損失２４億円を特別損失に
計上しております。 
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続いて、この決算のベースとなりました、当社の主力製品であるガス販売量の実績
についてご説明します。３ページをご覧ください。 

全体では、対前期１．８％増の１５７億２千万ｍ3となりました。 

内訳としましては、家庭用は、冬場の低気温による給湯・暖房需要増により、３.０％
増の３４億６千６百万ｍ3、 

業務用が夏場後半の高気温による空調需要増および冬場の低気温による給湯・
暖房需要増により、１.２％増の２７億９百万ｍ3、 

工業用が、発電用需要増により、０.８％増の ７２億９千３百万ｍ3となりました。 

他事業者向け供給は、供給先事業者の需要増により、４.２％増の２２億５千２百万
ｍ3となりました。 
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４ページには2020ビジョンベースでのガス販売量実績を掲載しておりますので、ご
参照下さい。 

 



5ページでは、セグメント別の16年度売上高、およびセグメント利益を記載していま
す。 
都市ガスセグメントの利益減１，１５５億円が、全体利益を押し下げております。 



6ページでは、各セグメントの利益増減についてお示ししております。 
都市ガスセグメントは、数量は増加したものの、スライドタイムラグの悪化▲８９２億
円、年金数理差異償却、減価償却費の増等により、減益となっております。 
電力セグメントにつきましては、扇島パワー3号機の運転開始により電力販売量は
増加したものの、小売り参入に向けた先行費用投入等により 
▲４９億円の減益となりました。 
エネルギー関連セグメントでは、ＬＮＧ販売事業のスライド差による１１０億円の減益
が大きく響き、セグメント全体で１１８億円の減益となりました。 



7ページにはキャッシュフローの使途を記載しておりますので、ご覧下さい。 



8ページで、16年度の株主還元についてご説明いたします。 

  

期末配当金は1株当たり５円５０銭とし、年間では1株当たり配当金１１円を継続しま
す。 

また、株主の皆さまへの総分配性向6割という基本方針に基づき、配当総額２５３億
円に加えて７０億円・１千５百万株をそれぞれ上限とする自社株取得を１７年度中に
実施します。これにより、配当支払いと自社株取得を加えた株主総分配性向は、
60.7%となる予定です。 

なお、取得した自社株は速やかに消却する予定です。 
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ここからは2017年度の見通しについてご説明申し上げます。 

17年度は対前期で増収増益と見通しております。なお、前提となります経済フレー
ムは、為替レートを１ドル１１５円、原油価格は１バレル当たり５５ドルとしております。 

  

 売上高は、対前期１４．２％増の１兆８,１３０億円の見通しです。これは都市ガス売
上高が原料費調整による販売単価の増等により１,１３３億円増加すること、および
電力売上高が小売件数増加等に伴い６９０億円増加することによるものです。 

  

営業費用は対前期１３.２％、２,０２３億円増の１兆７,３１０億円の見通しです。これは
、年金数理差異の償却負担が減るものの、原油価格の上昇影響等に伴う都市ガス
の原材料費等が１，１４９億円増加すること、および小売件数増加に伴い電力の費
用が６４４億円増加することによるものです。 

この結果に持分法損益を加えたセグメント利益は、対前期３４．９％増の、８３６億円
、経常利益は対前期３４．７％増の７５０億円の見通しです。 

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、対前期３.５％、１９億円増の５
５０億円を見通しております。 

なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグ未回収２８８億円と年金数理差異７７
億円を補正した、補正経常利益につきましては、９６１億円としております。 
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続きまして、ガス販売量見通しについてご説明いたします。 

17年度のガス販売量については、合計で対前年▲３．６％、▲５７２百万m3減少の
１５１億４，８００万m3と見通しています。 

平均気温を平年並みの１５．９℃としたことによる家庭用の増があるものの、卸供給
の需要減などによる販売量減を織り込んだものです。 

  

 電力販売量見通しにつきましては、合計で対前年16.1％増の20億4千2百万kWh
と見通しております。 
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12ページには2020ビジョンベースでのガス販売量見通しを掲載しておりますので、ご
参照下さい。 



13ページでは、セグメント別に17年度の売上高、セグメント利益の見通しを、前年度
との比較で記載しています。 
主なセグメント利益増減については、次のページでご説明いたします。 



都市ガスセグメントの152億円増益は、主に年金数理差異の償却負担の減少による
によるものです。 
電力セグメントの46億円増益は、主に小売り件数増による販売量増加によるもので
す。 
海外セグメントの29億円増益は、上流事業が販売を開始することが主な要因です。 
エネルギー関連セグメントの63億円減益は、ＬＮＧ販売事業におけるスライドタイム
ラグによる28億円減少が大きな要因となっております。 



2017年度のキャッシュフローの使途について15ページでお示ししております。 



16ページには連結ベースの主要計数を掲載しております。 
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